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平成 18年 3月期    個別中間財務諸表の概要            平成17年11月11日 

上 場 会 社 名          株式会社 マルイチ産商   上場取引所 名証第二部 

コ ー ド 番 号           ８２２８          本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.maruichi.com/ ）    長野県 
代 表 者  代表取締役社長    今 村 忠 如 
問合せ先責任者  取締役経理財務担当 宮 下   隆  ＴＥＬ （026）285-4101 
中間決算取締役会開催日  平成17年11月11日  中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日  平成17年12月12日  単元株制度採用の有無  有 （１単元 100株） 
 
1. 17年9月中間期の業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 
(1)経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  売 上 高      営 業 利 益 経 常 利 益  
 

17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％ 
85,178     (△2.5) 
87,381     (△1.7) 

百万円   ％ 
   522     (△26.1) 
706      ( 36.5) 

百万円   ％ 
796     (△15.9) 

         947      ( 32.9) 
17年3月期 176,468 1,660 2,210 
 
  

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円   ％ 
 466      (21.4) 
384      ( － ) 

 円    銭 
20        20 
16        64 

17年3月期 1,406 60        94 
(注) ①期中平均株式数  17年9月中間期  23,072,287株  16年9月中間期  23,081,032株  17年3月期  23,079,167株 
     ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

  １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

    円  銭 
3  00 
－  － 

円  銭 
－  － 
－  － 

 

17年3月期 －  － 6    00  
 
(3)財政状態 

  総 資 産      株 主 資 本  株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 
17年9月中間期 
16年9月中間期 

百万円 
39,608 
41,997 

百万円 
14,997 
13,322 

％ 
37.9 
31.7 

円    銭 
650     08 
577     23 

17年3月期 40,545 14,454 35.7 626     41 
(注) ①期末発行済株式数 17年9月中間期  23,070,786株  16年9月中間期  23,080,011株  17年3月期  23,074,775株 
 ②期末自己株式数   17年9月中間期      50,214株  16年9月中間期      40,989株  17年3月期      46,225株 

 

２．18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 
1株当たり年間配当金   

売 上 高  経 常 利 益  当 期 純 利 益 
期 末  

 
通    期 

百万円 
172,968 

百万円 
1,790 

百万円 
813 

円 銭 
4 00 

円 銭 
7 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）35円16銭 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因に 
よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の10ページをご参照ください。 
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５【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

1 現金及び預金 1,274   977   1,512   

2 受取手形 629   545   486   

3 売掛金 13,945   13,167   13,449   

4 たな卸資産 3,344   3,201   3,252   

5 その他 2,187   2,415   2,305   

貸倒引当金 △ 266   △232   △273   

流動資産合計  21,114 50.3  20,075 50.7  20,732 51.1 

          

Ⅱ 固定資産          

1 有形固定資産          

(1）建物 5,972   5,678   5,865   

(2）土地 8,366   8,548   8,559   

(3）その他 884   644   859   

計  15,223 (36.3)  14,871 (37.6)  15,284 (37.7)

2 無形固定資産  69 ( 0.1)  91 ( 0.2)  87 ( 0.2)

3 投資その他の資産          

(1）投資有価証券 2,952   3,556   3,146   

(2）その他 4,271   2,340   2,588   

貸倒引当金 △1,633   △1,327   △1,294   

計  5,590 (13.3)  4,569 (11.5) 4,440 (11.0)

固定資産合計  20,883 49.7  19,532 49.3  19,812 48.9 

資産合計  41,997 100.0  39,608 100.0  40,545 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

1 支払手形 892   1,055   782   

2 買掛金 14,853   13,907   14,543   

3 短期借入金 3,700   3,609   4,200   

4 一年以内返済予定長期借入金 1,090   923   1,033   

5 未払法人税等 431   342   294   

6 賞与引当金 447   519   527   

7 その他 1,359   1,334   1,488   

流動負債合計  22,774 54.2  21,691 54.7  22,869 56.4 

          

Ⅱ 固定負債          

1 長期借入金 3,189   1,985   2,462   

2 退職給付引当金 2,372   －   －   

3 役員退職慰労引当金 223   238   231   

4 繰延税金負債 -   369   -   

5 その他 115   324   117   

固定負債合計  5,901 14.1  2,918 7.4  3,221 8.0 

負債合計  28,675 68.3  24,610 62.1  26,090 64.4 

（資本の部）          

Ⅰ 資本金  3,719 8.9  3,719 9.4  3,719 9.2 

Ⅱ 資本剰余金          

1 資本準備金 3,380   3,380   3,380   

資本剰余金合計  3,380 8.0  3,380 8.5  3,380 8.3 

Ⅲ 利益剰余金          

1 利益準備金 354   354   354   

2 任意積立金 8,706   6,376   8,706   

3 中間未処分利益又は
中間(当期)未処理損
失(△)  

△3,134   546   △2,112   

利益剰余金合計  5,926 14.1  7,276 18.4  6,948 17.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  334 0.8  665 1.7  447 1.1 

Ⅴ 自己株式  △  37 △0.1  △44 △0.1  △  41 △0.1 

資本合計  13,322 31.7  14,997 37.9  14,454 35.6 

負債資本合計  41,997 100.0  39,608 100.0  40,545 100.0 
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②【中間損益計算書】 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  87,381 100.0  85,178 100.0  176,468 100.0 

Ⅱ 売上原価  77,442 88.6  75,522 88.7  156,329 88.6 

売上総利益  9,938 11.4  9,655 11.3  20,139 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  9,232 10.6  9,133 10.7  18,478 10.5 

営業利益  706 0.8  522 0.6  1,660 0.9 

Ⅳ 営業外収益  293 0.3  312 0.4  648 0.4 

Ⅴ 営業外費用  52 0.0  37 0.1  98 0.1 

経常利益  947 1.1  796 0.9  2,210 1.2 

Ⅵ 特別利益  14 0.0  66 0.1  1,440 0.8 

Ⅶ 特別損失  229 0.3  60 0.1  1,151 0.6 

税引前中間(当期)純
利益 

 732 0.8  802 0.9  2,499 1.4 

法人税、住民税及び事業税 404   360   248   

法人税等調整額 △   56 349 0.4 △ 23 337 0.4 845 1,093 0.6 

中間(当期)純利益  384 0.4  466 0.5  1,406 0.8 

前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

 △3,518   79 0.1  △3,518 △2.0 

中間未処分利益又は
中間(当期)未処理損
失(△) 

 △3,134   546 0.6  △2,112 △1.2 

          

 



 38

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評

価方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

同    左  決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同    左 同    左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同    左 同    左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品 商品 商品 

  移動平均法による原価法 

 なお、一部の生鮮品について

は個別法による原価法によって

おります。 

同    左 同    左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の

方法  定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。なお、主

な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

同    左 

 

同    左 

 
  
建物及び構築物 15年～38年
  

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 

  社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

同    左 同    左 

 その他の無形固定資産 その他の無形固定資産 その他の無形固定資産 

 定額法 同    左 同    左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

 定額法 同    左 同    左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

同    左 同    左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上して

おります。 

同    左  従業員に支給する賞与に充て

るため、翌事業年度の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、5年による按分金額

を特別損失に計上しておりま

す。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、発生時から費用

処理しております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、当事中間会計期間末におけ

る年金資産見込額が、退職給付

債務に未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減

した額を超過しているため、前

払年金費用を投資その他の資産

の「その他」に含めて計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、発生時

から費用処理しております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。また、当

事業度末における年金資産見込

額が、退職給付債務に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過し

ているため、前払年金費用を投

資その他の資産の「長期前払費

用」に含めて計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、5年による按分金額

を特別損失に計上しておりま

す。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、発生時か

ら費用処理しております。 

 （追加情報） （追加情報） （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成15年3

月1日に厚生労働大臣から将来

分支給義務の免除の認可を受け

ました。 

 当中間会計期間末日現在にお

いて測定された返還相当額（最

低責任準備金）は2,375百万円

であり、当該返還相当額（最低

責任準備金）の支払いが当中間

会計期間末日に行われたと仮定

して「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報

告第13号）第44-2項を適用した

場合、損益に与える影響額は

1,233百万円（益）でありま

す。 

当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2

月28日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成17年

7月15日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いまし

た。 

なお、これによる当中間会計

期間の損益に与える影響は、軽

微であります。 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2

月28日に厚生労働大臣から過去

分計上の認可を受けました。 

 当事業年度における損益への

影響額1,422百万円は特別利益

に計上してあります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末の要支給額を計上して

おります。 

同    左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 （追加情報） ────── ────── 

  役員退職慰労金は、従来、支

出時の費用として処理しており

ましたが、前事業年度の下期に

おいて、内規に基づく中間会計

期間末の要支給額を計上する方

法に変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間は変更

後の方法によった場合と比較し

て、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ7百万円多く、税引前中

間純損失は284百万円少なく計

上されております。 

  

 ────── (5) 債務保証損失引当金 (5) 債務保証損失引当金 

  債務保証等の損失に備えるた

め、被保証先の財政状態等を勘

案し、損失負担見込み額を計上

しております。  

同    左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同    左 同    左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については繰延

ヘッジを採用し、為替予約取引

については振当処理を採用して

おります。 

同    左 同    左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  借入金の金利支払に係る金利

変動リスクをヘッジするために

金利スワップを採用しておりま

す。また、外貨建債務の為替変

動リスクをヘッジするために、

為替予約取引を利用しておりま

す。 

同    左 同    左 

 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  ヘッジ対象の識別及びヘッジ

手段の選択は、保有している借

入金または外貨建金銭債権債務

の範囲内で、ヘッジ手段の契約

時に個別に社長決裁稟議を経て

実施する方針であります。 

同    左 同    左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  毎月末経理財務部において、

ヘッジ対象である借入金または

外貨建金銭債権債務とヘッジ手

段である金利スワップまたは為

替予約残高との対応関係につい

て把握し管理しております。 

同    左 同    左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債

その他に含めて表示しておりま

す。 

同    左  税抜方式によっております。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割および資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理

費が26百万円増加し、営業利益、

経常利益および税引前中間純利益

がそれぞれ同額減少しておりま

す。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が47百万円増加し、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額  １．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 

10,617百万円 10,274百万円 10,926百万円 

２．担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

２．担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

２．担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  
建物 370百万円 

土地 1,578百万円 

計 1,948百万円 
  

  
建物 938百万円 

土地 2,577百万円 

計 3,515百万円 
  

  
建物 370百万円 

土地 1,578万百円 

計 1,948百万円 
  

(2)対応する債務 (2）対応する債務 (2）対応する債務 
  
支払手形 9百万円 

買掛金 45百万円 

短期借入金 1,095百万円 

長期借入金 153百万円 

（一年以内返済予定の長期借入金を含む）

計 1,304百万円 
  

  
支払手形 110百万円 

買掛金 104百万円 

短期借入金 995百万円 

長期借入金 181百万円 

（一年以内返済予定の長期借入金を含む）

計 1,391百万円 
  

  
支払手形 9百万円 

買掛金 49百万円 

短期借入金 995百万円 

長期借入金 204百万円 

（一年以内返済予定の長期借入金を含む）

計 1,258百万円 
  

(3) また、預金8百万円及び投資

有価証券190百万円（中間会計

期間末簿価）を取引保証のた

め担保に供しております。 

(3) また、預金8百万円及び投資

有価証券445百万円（中間会計

期間末簿価）を取引保証のた

め担保に供しております。 

(3) また、預金8百万円及び投資

有価証券104百万円（期末簿

価）を取引保証のため担保に

供しております。 

 ３．偶発債務 ３．  ──────  ３．偶発債務 

下記関係会社の銀行借入金につ

いて債務保証を行っておりま

す。 

 下記関係会社の銀行借入金につ

いて債務保証を行っておりま

す。 
  
大信畜産工業㈱ 230百万円 

㈱諏訪中央魚市場 80百万円 

㈱シー・エス・ピー 27百万円 

計 337百万円 
  

      
大信畜産工業㈱ 125百万円 

計 125百万円 
  

４．建物の取得価額から直接減額

した国庫補助金受入による圧

縮記帳額は、33百万円であり

ます。 

４．  同    左 ４．  同    左 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

１．営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

１．営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 
  
受取利息 8百万円 

賃貸料 132百万円 
  

  
受取利息 8百万円 

賃貸料 121百万円 
  

  
受取利息 16百万円 

賃貸料 253百万円 
  

２．営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

２．営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

２．営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 
  
支払利息 47百万円 

  

  
支払利息 29百万円 

  

  
支払利息 92百万円 
  

３．特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

３．特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

３．特別利益の主なものは次のと

おりであります。 
  
固定資産売却益 3百万円 

投資有価証券売却益 10百万円 
  

    
固定資産売却益 19百万円 

投資有価証券売却益 2百万円 

会員権売却益 8百万円 

貸倒引当金戻入益 35百万円 
 

  
固定資産売却益 6百万円

投資有価証券売却益 0百万円

貸倒引当金戻入益 41百万円

厚生年金基金 
代行部分返上益 

1,422百万円

  
４. 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

４. 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

４. 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 
  
固定資産除売却損 27百万円 

退職給付会計基準
変更時差異処理額 

108百万円 

投資有価証券評価損 45百万円 

減損損失 47百万円 
  

  
固定資産除売却損 5百万円

貸倒引当金繰入額 46百万円

減損損失 7百万円
  

  
固定資産除売却損 46百万円

退職給付会計基準
変更時差異処理額 

207百万円

貸倒引当金繰入額 537百万円

関係会社株式評価損 23百万円

投資有価証券評価損 55百万円

減損損失 47百万円

債務保証損失 
引当金繰入額 

117百万円

債権売却損 150百万円
  

 ５．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

 ５．減価償却実施額は次のとおり

であります。 

 ５．減価償却実施額は次のとおり

であります。 
  
有形固定資産 350百万円 

無形固定資産 1百万円 
  

  
有形固定資産 290百万円 

無形固定資産 4百万円 
  

  
有形固定資産 713百万円 

無形固定資産 4百万円 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域事

業部毎に当該地域の戦略・顧客

政策を勘案してグループ化し、

減損会計を適用しております。 

  継続的な地価の下落及び資産

グループ単位の収益性等を踏ま

え検証した結果、以下の不動産

については、将来キャッシュ・

フローによって当該資産の簿価

を全額回収できる可能性が低い

と判断し、帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減

損損失（土地47百万円）として

特別損失に計上しております。 

 なお、当該資産毎の回収可能

額は正味売却価額により測定し

ております。 

６．当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域事

業部毎に当該地域の戦略・顧客

政策を勘案してグループ化し、

減損会計を適用しております。 

  継続的な地価の下落及び資産

グループ単位の収益性等を踏ま

え検証した結果、以下の不動産

については、将来キャッシュ・

フローによって当該資産の簿価

を全額回収できる可能性が低い

と判断し、帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減

損損失（土地7百万円、建物0百

万円）として特別損失に計上し

ております。 

  なお、当該資産毎の回収可能

額は正味売却価額により測定し

ております。 

６．当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域事

業部毎に当該地域の戦略・顧客

政策を勘案してグループ化し、

減損会計を適用しております。 

  継続的な地価の下落及び資産

グループ単位の収益性等を踏ま

え検証した結果、以下の不動産

については、将来キャッシュ・

フローによって当該資産の簿価

を全額回収できる可能性が低い

と判断し、帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減

損損失（土地47百万円）として

特別損失に計上しております。 

  なお、当該資産毎の回収可能

額は正味売却価額により測定し

ております。 

   

 地域 主な用途 種 類 
減損損失 
(百万円) 

長野県 
東信 

遊休不動産 土地 47 

 

  

 地域 主な用途 種 類 
減損損失 
(百万円) 

その他 賃貸不動産 
土地及
び建物 

7 

 

  

 地域 主な用途 種 類 
減損損失 
(百万円) 

長野県 
東信 

遊休不動産 土地 47 

  
 （注）地域区分のうち、その他は長野県の

エリア外の地域を指します。 

（注）地域区分のうち、長野県 北信は主

に長野エリアを、長野県 東信は主

に上田及び佐久エリアを指します。 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 

 
有形固定資
産その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額相
当額 

785 785 

減価償却累
計額相当額 

434 434 

中間期末残
高相当額 

350 350 

  

 

 
有形固定資
産その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額相
当額 

605 605 

減価償却累
計額相当額 

325 325 

中間期末残
高相当額 

280 280 

  

 

 
有形固定資
産その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額相
当額 

740 740 

減価償却累
計額相当額 

440 440 

期末残高相
当額 

300 300 

  
(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
  
１年以内 152百万円 

１年超 204百万円 

計 356百万円 
  

  
１年以内 121百万円 

１年超 162百万円 

計 284百万円 
  

  
1年以内 146百万円 

1年超 159百万円 

合計 305百万円 
  

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 
  
支払リース料 96百万円 

減価償却費相当額 92百万円 

支払利息相当額 3百万円 
  

  
支払リース料 68百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

支払利息相当額 2百万円 
  

  
支払リース料 181百万円 

減価償却費相当額 173百万円 

支払利息相当額 6百万円 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法は

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同    左 同    左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法はリース

料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同    左 同    左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

 同    左 

（減損損失について） 

 同    左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成17年９月30日現在）及び前事業年度

末（平成17年３月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 577.23円 650.08 626.41円 

１株当たり中間（当期）純
利 

16.64円 20.20 60.94円 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

なお、潜在株式調整後1

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

 

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
(自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 384 466 1,406 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

384 466 1,406 

期中平均株式数（千株） 23,081 23,072 23,079 

 

 


